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１．当所会員事業所の「直近2期の業績動向」および「経営の重点項目」について調査し、
     今後の会議所活動の参考とするため。

２．調査期間：２０２２年６月８日　～　６月24日（１7日間）

３．調査方法：（１）市内に本店を置き、ＦＡＸ番号登録のある当所会員事業所を対象に、調査表に基づき調査

（２）２０２２年度第１四半期　景気動向調査とあわせて調査

（2022年度第１四半期）

業績動向および経営に関する意向調査

（回答率） （回答事業所の業種別構成比）

228   

調査事業所数 回答事業所数
構成比 事業所数

回答率

全　　体 100.0％ 1,170   

4,752 1,170 24.6％

 建設業 19.5％

（回答事業所の規模別構成比）
 製造業 19.3％ 226   

構成比 事業所数  卸売業 9.7％ 114   

158   

 サービス業 20.6％ 241   

 小規模

　全　　体 100.0% 1,170   
 小売業 13.5％

63.8％ 746   

 その他 17.4％ 203   

31.7％ 371   

 情報通信業 1.2％

3.8％ 44   

14   

46   

 大規模 4.5％ 53   

 運輸業 3.9％
【小規模】

「1～5人」

「1～20人」

【中規模】

「6～50人」

「6～100人」

「21～300人」

【大規模】

：情報通信業、卸売業、小売業、

   飲食・宿泊業、医療・福祉、

   教育・学習支援業、サービス業

：建設業、製造業、運輸業、金融・保険業、

   不動産業

：小売業、飲食・宿泊業

：情報通信業、卸売業、医療・福祉、教育・

 　学習支援業、サービス業

：建設業、製造業、運輸業、金融・保険業、

　 不動産業

：上記【小規模】【中規模】を除く区分。

 金融・保険業

 飲食・宿泊業

 中規模

 医療・福祉 2.0％ 23   

 教育・学習支援業 1.2％ 14   

1.7％ 20   

 不動産業 3.6％ 42   
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問１．「売上高の増減」について、2021年度実績と2022年度予想を、前年比で該当する番号を

〇で囲んでください。

【2021年度売上高実績と2022年度予想】

○増収の割合は、21年度実績の26.0％

から22年度予想では23.7％と2.3ポイント

低下した。また、減収の割合は、同様に

40.9％から40.3％へ0.6ポイント低下し

た。

　

○規模別で見ると､21年度、22年度とも

規模が大きいほど増収の割合が多く、また

減収の割合が少ない。規模の差により、増

収・減収の割合の違いが鮮明となっている。

　

〇業種別で見ると、21年度、22年度とも、

「小売業」の増収率が低く、減収率が高く

なっている。
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【2021年度売上高実績（規模別の状況）】

1割以上の増加 １割未満の増加 ほぼ横ばい １割未満の減少 １割以上の減少
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【2022年度売上高予想（規模別の状況）】

1割以上の増加 １割未満の増加 ほぼ横ばい １割未満の減少 １割以上の減少
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【売上高増減比較】

1割以上の増加 １割未満の増加 ほぼ横ばい

１割未満の減少 １割以上の減少

n=1,170

2022年度

（予想）
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（１）市内に本店を置き、ＦＡＸ番号登録のある当所会員事業所を対象に、調査表に基づき調査
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◆2021年度 売上高増減（業種別）

1割以上の増加 １割未満の増加 ほぼ横ばい １割未満の減少 １割以上の減少
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0.333333333
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◆2022年度 売上高増減（業種別）

1割以上の増加 １割未満の増加 ほぼ横ばい １割未満の減少 １割以上の減少
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【２０２１年度売上高実績（業種別の状況）】

1割以上の増加 １割未満の増加 ほぼ横ばい １割未満の減少 １割以上の減少
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13.0%

14.1%
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40.9%

31.1%

33.3%

26.3%

40.3%
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【2022年度売上高予想（業種別の状況）】

1割以上の増加 １割未満の増加 ほぼ横ばい １割未満の減少 １割以上の減少



〇

【2021年度経常利益実績と2022年度予想】

○増益の割合は、21年度実績の23.4％

から22年度予想では、20.6％へ2.８ポイ

ント低下した。

　

○規模別で見ると､21年度、22年度とも

規模が大きいほど増益の割合が多く、また

減益の割合が少ない。

ただし、「大規模」の22年度は21年度と比

べて、減益割合が大きくなっている。

　

〇業種別で見ると、21年度、22年度とも

「小売業」の増益率が低く、減益率が高く

なっている。
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問２．「経常利益の増減」について、2021年度実績と2022年度予想を、前年比で該当する番号

を選んで〇で囲んでください。
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【2021年度経常利益実績(規模別の状況）】

1割以上の増加 １割未満の増加 ほぼ横ばい １割未満の減少 １割以上の減少
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【経常利益増減比較】
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１割未満の減少 １割以上の減少

n=1,170

２０２２年度

（予想）

２０２１年度

（実績）

（複数回答）
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【2022年度経常利益予想(規模別の状況）】

1割以上の増加 １割未満の増加 ほぼ横ばい １割未満の減少 １割以上の減少
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【2021年度経常利益実績(規模別の状況）】

1割以上の増加 １割未満の増加 ほぼ横ばい １割未満の減少 １割以上の減少
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１割未満の減少 １割以上の減少
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２０２１年度

（実績）
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【2021年度経常利益実績（業種別の状況）】

1割以上の増加 １割未満の増加 ほぼ横ばい １割未満の減少 １割以上の減少
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【2022年度経常利益予想（業種別の状況）】

1割以上の増加 １割未満の増加 ほぼ横ばい １割未満の減少 １割以上の減少
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問３．今後、どのようなことを「経営の重点項目」にするお考えですか。下記項目より３つまで選んでく

ださい。

【経営の重点項目の状況】

○約半数の企業が「コスト削減」を選択し、

次いで「業務プロセスの改善」「働き方改革

への取り組み」「デジタル化」と続く。

　

〇規模別で見ると、「小規模」「中規模」が

「コスト削減」「業務プロセスの改善」「働き

方改革への取り組み」が上位に、「大規模」

は「デジタル化」「コスト削減」「業務プロセス

の改善」が上位であった。

　

○業種別では、小売業、製造業、卸売業

の順に「コスト削減」が多く、サービス業は

「業務プロセスの改善」がトップであった。
n=1,170        
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その他

【経営の重点項目】

n=1,170    

（複数回答）
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コスト削減 業務プロセスの改善 働き方改革への取り組み デジタル化
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【経営重点項目（業種別の状況）】

コスト削減 業務プロセスの改善 働き方改革への取り組み デジタル化

新商品開発や新事業 BCP（事業継続計画）整備 SDGｓの取り組み 環境対策

サプライチェーンの見直し その他



問４．今後、行政に対して「要望したい項目」を下記項目より３つまで選んでください。

　【行政に要望したい項目】

○一番多かったのは、「各種補助金・助成金の拡充」（49.1％）であった。次いで、「税金の減免・

猶予」（37.9％）、「食料・原燃料価格上昇に対する対応」（30.0％）、「人材確保・育成に関

する支援」（29.2％）と続く。

　

〇「各種補助金・助成金の拡充」「税金の減免・猶予」は全業種で要望割合が高い。「食料・原燃料

価格上昇に対する対応」は製造業や卸売業、小売業で割合が高い。「人材確保・育成に関する支

援」は建設業、サービス業で割合高く、「資金繰り対策の拡充」は小売業で高く、「デジタル化支援」は

サービス業で高かった。

－　7　－

49.1 

37.9 

30.0 

29.2 

25.7 

20.5 

16.0 

8.3 

6.4 

2.4 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

各種補助金・助成金の拡充

税金の減免・猶予

食料・原燃料価格上昇に対する対応

人材確保・育成に関する支援

資金繰り対策の拡充

デジタル化支援

円安への対応

感染症対策

外国人入国規制緩和

その他

【行政に要望したい項目】 （複数回答） （％）
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各種補助金・助成金の拡充 税金の減免・猶予
食料・原燃料価格上昇に対する対応 人材確保・育成に関する支援
資金繰り対策の拡充 デジタル化支援
円安への対応 感染症対策
外国人入国規制緩和

（複数回答） （％）

n=1,170
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